
• 現状の広域予備率は週間・翌々日計画の断面では、スポット市場や時間前取引市場での確保量は想定取引量で計画を作
成している。

• 広域予備率が低くなる要因の一つとして、需給調整市場での調達不足を挙げたが、一般送配電事業者が需給調整市場に
おいて調整力の必要量を調達できなかった場合は、前日計画時点で、余力活用契約を締結している電源を起動させ、調
整力の確保を行う。

• このため、週間計画時点で、一般送配電事業者が調整力を確保できていない場合でも、余力活用契約を締結している電
源を起動させるものと見なして、当該不足分を予備率に計上することとしてはどうか。

週間計画段階で、一般送配電事業者に調整力の調達不足がある場合は、余力活用電
源を起動するものとみなして予備率に計上
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今冬からの対応（週間・翌々日の予備率関係）

出典：第102回（2024年10月23日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1等を基に、資源エネルギー庁作成

【現行の予備率の計上方法】 【供給力の計上イメージ】

未計上⇒計上
に変更



⚫ 第102回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年10月23日）を踏まえ、今冬に向けた広域予備率改善
の暫定的な対応として、追加供給力対策の順番については、揚水発電機の運用機切り替え及び余力活用電源の追加起動
の発動基準をいずれも８％未満での実施に変更し、翌日計画公表以降で計上することとしてはどうか。また、増出力運
転・ピークモード運転については、経済合理性等の観点から５％未満の対策とすることとしてはどうか。

⚫ 加えて、これまでエリア予備率３％未満の見通しの場合に実施されてきた「需給ひっ迫融通」は、広域予備率上は需給
ひっ迫に至らない状況でも実施される場合があり、エリア間での融通であることを明確化するため、今後は「エリア間
補正融通」と名称を改めてはどうか。
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今冬に向けた追加供給力対策の発動基準の変更等

出典：左図：第102回（2024年10月23日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1を基に、資源エネルギー庁作成
右図：第81回（2024年9月26日） 電力・ガス基本政策小委員会 資料４

現行 予備率

増出力・ピークモード運転 ８％

安定電源への電気の供給指示 ８％

揚水発電機の運用切り替え ５％

余力活用電源の追加起動 ５％

発動指令電源の発動 ５％

自家発焚き増し要請 ５％

水力両用機の切り替え ５％

変更後 発動基準

揚水発電機の運用切り替え ８％

安定電源への電気の供給指示 ８％

余力活用電源の追加起動 ８％

発動指令電源の発動 ５％

増出力・ピークモード運転 ５％

自家発焚き増し要請 ５％

水力両用機の切り替え ５％

※ 対策の実施は、実施に要する時間や需給状況等を踏まえて判断するため、必ずしもこの順位によらない

追加供給力対策の発動基準の変更 ｢需給ひっ迫融通｣の名称変更
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【参考】追加供給力対策（変更後）

※1 対策の実施の検討においては、発動回数制限やその時の電力需給ひっ迫度合等も踏まえ判断しており、必ずしも同じ順番で検討しないことがある。
※2 ディマンド・リスポンス 消費者が電力使用量を制御することで、電力需要パターンを変化させること。
※3 バランス停止中の余力活用契約を締結している安定電源を除く
※4 水力両用機は小売事業者が供給力調達した発電機であるため、本対策の発動に関しては、連系線を活用できない場合に小売電気事業者の承諾を得て供給エリアを切り替えて使用する。
※    電源の作業停止時期の調整や休止電源の稼働等における対策についても実需給断面の状況に応じて実施する。

実需給開始
～前日 当日

8%
未満

5%
未満

3%
未満

広域
予備率 ※1 対策の実施の検討においては、発動回数制限やその時の電力需給ひっ迫度合等も踏まえ判断しており、必ずしも同じ順番で検討しないことがある。

※2 ディマンド・リスポンス 消費者が電力使用量を制御することで、電力需要パターンを変化させること。
※3 バランス停止中の余力活用契約を締結している安定電源を除く
※4 水力両用機は小売事業者が供給力調達した発電機であるため、本対策の発動に関しては、連系線を活用できない場合に小売電気事業者の承諾を得て供給エリアを切り替えて使用する。
※    電源の作業停止時期の調整や休止電源の稼働等における対策についても実需給断面の状況に応じて実施する。

追加的な供給力（kW）を確保するため、一般送配電事業者が公募を実施し、落札した休止発電所の稼働・DRの発動により、供給力を供出する対策。

追加供給力公募電源・DR※2の発動

余力活用契約を結んでいる火力発電設備において、定格出力を超えて過負荷運転を実施し供給力を供出する対策。（増出力運転）
余力活用契約を結んでいる火力発電設備において、事前に合意のうえ、排気ガスの温度設定を通常の運転値より超過させることにより出力を上昇させる対策。（ピークモード運転）

増出力運転・ピークモード運転

自家用発電設備（火力発電設備）を保有する事業者に対して、発電機の焚き増しを要請することで供給力を供出する対策。

自家発焚き増し要請

一般送配電事業者が一時的に貯水池全体の水位を主体的に運用する対策。

揚水発電機の運用切替

連系線マージン及び運用容量を超過して連系線を使用し、
ひっ迫していないエリアから電力を融通することで供給力を確保する対策。

連系線マージンの使用・運用容量拡大

変電所からの送り出し電圧を電気事業法施行規則で定める値を維持して、供給電力の電圧を下げることで供給力を確保する対策。

供給電圧調整

水力発電所の周波数変換等を行い、地域間連系線を介さずにひっ迫するエリアに対して、
ひっ迫していないエリアから電力を融通することで供給力を確保する対策。

水力両用機切り替え※４

ブラックスタート機能として確保する容量(純揚水等)を需給ひっ迫解消のために活用する対策。

ブラックスタート容量の活用

⚫ 各種追加供給力対策の前から実需給開始までに検討する対策※1の順序と実施判断基準の予備率については以下のとおり。
⚫ また、追加供給力対策については発動を決定したものから随時予備率に加味していく。

一般送配電事業者からの電気の供給指示に基づき、ゲートクローズ以降の余力を供給力として提供する対策。

安定電源への電気の供給指示※３

一般送配電事業者が余力活用契約に基づいて電源を追加起動する対策。

余力活用電源の追加起動

一般送配電事業者の発動指令に応じ、相対契約に基づく小売電気事業者への供給や卸電力市場等への応札をする対策。

発動指令電源の発動

広域機関が、エリア単
独での供給力が不足
する、又は不足するお
それのあるエリアに対し
て、それ以外のエリアか
ら必要な電気の供給
を指示することで、供
給力を確保する対策。

※エリア予備率3%未
満の見通しの場合に
実施

順序変更

順序変更

順序変更

エリア間補正融通指示

名称変更

日にち



• 現行のインバランス料金制度は、ゲートクローズ時点の補正料金算定インデックス（広域予備率）に応じて、インバラ
ンス料金が変化する仕組みとなっている。

• 現状の一般送配電事業者が実施する追加供給力対策は、広域予備率の向上に寄与するため、インバランス料金が安くな
りやすく、小売電気事業者が計画値同時同量を果たすインセンティブを弱めてしまう可能性がある。

• インバランス料金制度の在り方については、今後、電力・ガス取引監視等委員会において、検討が進められる予定。
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今後の検討事項（追加供給力対策とインバランスとの関係）

出典：第102回（2024年10月23日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1



• 揚水発電の運用については、BGの運用から一般送配電事業者の運用に切り替えることにより、エリア予備率の向上に寄
与することが確認されたが、揚水運用の在り方については、電力広域機関、電力・ガス取引監視等委員会とも連携の上、
検討を進めていく。
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今後の検討事項（調整力不足時の揚水の余力活用について）

出典：第102回（2024年10月23日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1
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